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2011.08 改訂

AFSC構造設計基準 

①固定荷重 

1）薄いモルタルの壁の荷重 

 

 

 

 

 

2）ALC 壁の荷重 

 

 

 

3）FRP 防水床の荷重 

 

 

4）モルタル床、タイル床の荷重 

 

 

5）既製バルコニーの荷重 

 

6）UB の荷重 

 

 

7）居室床（根太なしの場合の固定

荷重） 

 

 

 

8）ソーラーパネル 

 

塗厚（㎜） 荷重（N/㎡） 

～10 未満 240 

～20 未満 440 

20 以上 640 

 

6,500N/㎥（取付金具等含む）に ALC の厚さをかけて、仕上げ

面積あたりの重量を求める。 

 

 

下地の割り増しを行う。150N/㎡（仕上げ+下地）＋100N/㎡

（下地割増分）。 

 

モルタルもタイルも全て、普通モルタル：200N/㎡/㎝の値を用

いる。 

 

450N/㎡ 

 

UB の重量900N/㎡に、満水時の2/3 となる600N/㎡を加算

した1,500N/㎡を固定荷重として計算を行う。 

 

根太あり 150N/㎡（板張床の下地から仕上げまで

の固定荷重） 

根太なし 200N/㎡ 

石膏ボード +90N/㎡ 

 

180 N/㎡（取付桟含む） 

②積載荷重 

1）書庫及びピアノの荷重 

 

 

 

 

2）住宅用EV 

 

 

書庫：積載荷重の割り増しは行うが、数値は設計者の責任で決定

する。 

ピアノ：2,500N/㎡（根太・梁の検討のみ、地震力算定用には加

算しない） 

 

鉛直荷重はすべて基礎にかかる。水平荷重は各階に固定荷重【カ

ゴの重量】+積載荷重【地震力用600N/㎡】をのせて地震力を算

出する。 
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③耐力壁 

1）面材壁の縦横比検討のための壁

倍率詳細計算 

 

「木造軸組工法住宅の許容応力度設計（2008 年版）」の式の通

り剛性を算出し、母屋下がり部など耐力壁が低い箇所は一般部よ

り剛性が高く、許容せん断力は同じ値にするのが最も適当だと思

われる。しかし、構造計算プログラムではこれらに対応していな

いものがほとんどなので、実務上どう計算するかは、設計者に任

せることにする。但し、浴室下や階段下などの梁下げ部のように、

その壁が上部の水平構面と接していない場合は、耐力壁とみなさ

ない。 

④水平構面 

1）トップライト、ドーマ屋根の水

平構面 

 

 

2）2x4 等の垂木や根太の水平構

面せん断耐力 

 

 

 

3）合板直張り床の許容せん断耐力 

 

 

 

水平投影した時の大きさが 1Px1P 以下のトップライトはないも

のとみなす（周辺の屋根の水平構面許容せん断耐力を仕様）。ドー

マ屋根はせん断耐力0 とする。 

 

原則2x4 材（幅38 ㎜）は使用しない。使用する場合の許容せん

断耐力は設計者の判断とする。 

注）幅 38 ㎜では木質構造設計規準の釘の端距離の基準を満たし

ていないことに留意すること。 

 

四周釘打ち 3.0 倍（単位長さあたりの許容せん断耐力：

5.88kN/m）、川の字釘打ち 1.2 倍（単位長さあたりの許容せん

断耐力：2.35kN/m）で算出する（4.0 倍、1.8 倍は使用しない）。

 

⑤部材の検討 

1）めり込み検討時の柱ほぞ寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）通し柱の検討 

 

 

 

3）横架材のたわみ制限 

 

 

 

 

 

4）枕梁の負担荷重（特に壁荷重） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ：30 mm 

ｂ：86 mm  （寄ほぞも同寸法） 

 

吹抜に面する外壁の通し柱で、風圧力を受ける面の反対側に胴差

が差さっていない場合は、風圧力に対する検討を行う。一般の隅

柱部は、管柱と同じ計算を行う（階ごとの検討）。 

 

根太・板張の場合のみ、ℓ/450 とし、それ以外は許容応力度設計

（住木センター）の本に従う。たわみ量の制限値は床1 ㎝、小屋

2 ㎝とする。 

長期荷重に対する検討時にはクリープを考慮し、変形増大係数を

2 とする。 

 

枕梁に全荷重を負担させる（梁せいを足し合わせてZ、I を求め、

その数値を低減する計算法は使用しない）。 

注）枕梁の仕口を適切に検討すること。 

a

bb 1
b 2

c
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5）許容めり込み応力度 

 

長 期 ：Ｆx1/3x1.5＝長期許容応力度x1.36 

中長期（積雪長期）：Ｆx1/3x1.5＝積雪長期許容応力度x1.05 

中短期 ：Ｆx1/3x2＝中短期許容応力度x1.25 

短 期 ：検討を行うか否かは設計者の判断による。 

 

また、材端部（端から 100mm 以内の部分）における基準材料

強度は、材中間部×0.8 とする。 

⑥接合部の検討 

1）柱頭柱脚金物の引抜耐力の足し

合わせ 

 

2）梁端部せん断耐力検討時の有効

断面積（蟻・胴差） 

 

3）胴差仕口の梁端部引抜力 

 

 

 

4）垂木-母屋接合の引抜抵抗 

 

 

5）金物工法のグリッド柱の柱頭引

抜力の検討方法 

 

基本的にホールダウン金物以外は足し合わせしない。 

 

 

後述一覧表の通りとする。 

 

 

羽子板ボルトのみの引抜耐力で検討する。羽子板ボルトが納まら

ないときは、角穴ボルトのみの場合は数値がないので、ハイパー

コーナーやホールダウンコーナーなど柱端部金物などで対応。 

 

垂木－軒桁にはひねり金物等を取り付ける。垂木－母屋にも引き

抜き力が発生した場合は注意を促し、判断はお客様に任せる。 

 

AFSC 基準は設けず、設計者の判断とする。 

 

⑦基礎の検討 

1）杭の検討 

 

 

 

2）スラブ補強による人通口の検討 

 

 

一般的な鋼管杭が3 尺ピッチなど細かく打ってある場合は、通常

通り直接基礎として計算する。 

大きな杭を数本しか打っていない場合は別途検討する。 

 

スラブ補強の計算式を示した書籍は現在見当たらない。 

人通口部分は基礎梁で対応する。 
 


